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──C.E.Knoeppelの学説研究──
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１．はじめに

　1929年の株価暴落を契機とした大恐慌は， 米国経済に急激かつ深刻な収縮をもたらした．
Crafts and Fearon（2010）によれば，1933年までに実質GDPはピーク比で約52％減少し，卸売
物価は38％下落した．消費と投資の急減が景気後退の中心であり，特に民間投資は1929年の162
億ドルから1933年には３億ドルへと激減した．自動車産業や建設業など1920年代の成長を牽引
した部門が大幅に縮小し，関連産業にも深刻な影響が及んだ．失業率は1933年には約25％へ達
し，製造業雇用は40％減少したという．
　このような経済状況の下で， 利益最大化を図るために発展した管理会計技法のひとつが損
益分岐分析である．損益分岐図表が文献上初めて現れるのはHess（1903）であり，これを起
点として損益分岐図表や利益図表は，より実用性と有用性の高い利益計画技法を求める企業の
ニーズに応える形で発展していった．わが国における利益図表に関するまとまった論考として
は末政（1979） があるが， そこでは1920年代が損益分岐分析普及の端緒となり，1930年代が
実業界での本格的な実用化の時期であったとされている．この1930年代は，まさに前述の大
恐慌後の不況期にあたる．末政（1979）によれば，その実用化の口火を切ったもののひとつ
がKnoeppelによる一連の論文であるという．Knoeppel自身も，Hess（1903）の損益分岐図表
に着想を得て1909年に試作図を作成し，その後1930年代に利益図表を発展させてきたと回想し
ている（Knoeppel, 1931h）．Knoeppelは1920年代から損益分岐分析や利益図表に関する論考
を重ねていたが，その理論と技法が集大成されたのが，1933年刊行の著書『利益工学（Profit 
Engineering）』である１．
　Knoeppelの所説は，たとえば小林（1981a）や末政（1979）などのような損益分岐分析を扱っ
た研究で取り上げられることが多い．Knoeppelを中心に取り上げた研究では，末政（1984）が
その経歴や文献目録を紹介している．また，中島（1955）はKnoeppelの２つの著書について述べ，

　　　　　　　　　
１‌�　Knoeppelの20年代の論考については小林（1981a）および小林（1981b）で取り上げられている．
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吉城（1999，2000，2001）も同じく取り上げているが，いずれも断片的・概略的なものであり，
1930年代初頭に相次いで発表された論文と1933年の著書の関係を詳細に述べたものはない．
　そこで本稿では，不況下における1930～1932年にかけてのKnoeppelの論考がこの著書へと結
実していくプロセスを検討する． 1930年から1932年のKnoeppelの論文で議論されている内容は
連続的・漸進的であり，内容的には年ごとに特色がある．後述するが，1930年代は年々経済状
況が変化（悪化）しており，コンサルタントであるKnoeppelが利益工学を実践しつつ完成させ
ていくプロセスで，その経済状況の変化に対応するためのパーツや概念の整理の必要性が続々
と現れてきたからであろう．そこで本稿では，まず年ごとにKnoeppelの論文の内容を整理し，
それがどのように1933年の著書に統合されて利益工学として完成していったか，ということを
検討する．

２．Knoeppelの経歴と1930年代の一連の論文の位置づけ

2.1　Knoeppelの経歴
　末政（1984）によれば，Knoeppelの経歴は次の通りである．
　Charles Edwards Knoeppelは，ウィスコンシン州ミルウォーキーに1881年４月15日に生ま
れ，新聞記者を経て鉄工所の作業員，鋳造工，製図係，企画係，事務所支配人などを歴任した
後，1905年にはボストンのLibrary Bureauにて原価計算と産業技術の分野でコンサルティング
業務に従事した．1908年には父とともに鋳物工場専門のKnoeppel and Knoeppel社を設立し，
1909年にはEmerson Engineersに参加，1912年にはニューヨークの原価会計士および産業技術
者のVan Gelder, Knoeppel and Youngを組織し，1914年にはニューヨークで産業技術者のC. E. 
Knoeppel and Co. Inc.を創設した．
　彼は科学的管理法の普及に関与し，特にHarrington Emersonの影響を受けたとされる．1908
〜1909年にはStruthers-Wells社にて産業能率管理技士として工場管理改善に従事し，このとき
に損益分岐点図表の原型となる交差図表を考案した．1920年代には，Hoover政権下の連邦技術
協会「産業浪費に関する委員会」にて調査票を用いた産業分析を主導し，報告書の一章を執筆
するなど公的活動にも貢献した．
　1925年から1929年にかけて， 彼はボストンでWaste Eliminators Inc.の経営管理技術面の常
務取締役を務め，また，経営管理技術者のBigelow,Kent,Willarn and Co. Inc.の役員を務めた．
1929年にはクリーブランドでKnoeppel Industrial Counselを設立した．1930年代には利益工学

（Profit Engineering）の推進者として，利益図表（Profitgraph）の概念を提唱し，変動予算や
利益計画の実務支援を行った．1936年11月29日，ペンシルヴァニア州フィラデルフィアにて55
歳で逝去した．

2.2　1930年から1932年のKnoeppelの議論展開の特徴
　Knoeppelは論文などの著作が非常に多い人物である．末政（1984）は，それらの著作につい
て，次の３つの分野に分類している．
　①原価計算ないし工場会計の改善に関するもの
　②工場管理のための生産，経営管理および組織に関するもの
　③利益図表，利益管理に関するもの
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　本稿で検討の中心とするのは，Knoeppelの多岐にわたる著作のうち， とりわけ③に位置
づけられる大恐慌後の1930年代の論考である． この時期の著作は， 単なる工場管理論や原
価計算論の範囲を超え， 企業の利益構造そのものを再設計しようとする「利益工学（Profit 
Engineering）」の核心がもっとも明確に示されたものである．そしてこれらの議論は，1933年
に刊行される統合的著作『利益工学』へと収れんし，Knoeppelの利益管理思考を体系として結
実させる基盤を形成している．
　Knoeppelの1930年・1931年・1932年の論文は， それぞれの年の経済環境と問題意識に応じ
て，利益管理の理念から具体的技法，さらに危機的環境下での統制へと段階的に発展している．
1930年は，利益管理の欠如を批判し，利益工学の創設と統合管理への転換を打ち出した理念形
成の段階である．1931年には，不況下での利益確保をめぐり，利益図表と変動予算を結びつけ
た統制技術の体系化が進められ，利益管理を実務的に運用するための方法論が整備された．そ
して1932年には，不況の深刻化を背景に，利益を「事前的に計画し統制すべき対象」として捉
え直し，危機的環境に対応する統制技術をさらに深化させている．
　これら３年間の議論は，理念・技法・統制という３段階の発展を経て，1933年の『利益工学』
において総合される．本稿では，この３つの時期区分に沿ってKnoeppelの主要論考を整理し，
それぞれの議論がどのように相互に関連しながら1933年の体系的著作へとつながっていくのか
を検討していく．

３．1930年：利益工学の創設と統合管理への転換

3.1　利益工学の提唱と管理統制の歴史的転換
　Knoeppel（1930a）は，当時の米国産業における利益管理の欠如を鋭く批判し，企業が自ら
の基礎的統計指標を把握できていないことが慢性的な非効率と損失を生んでいると論じる．
　Knoeppel（1930a）によれば，多くの企業が危機点や損益分岐点，標準利益率，資本回転率
の基準など，経営判断に不可欠な指標を把握しておらず，その結果，外部環境の変動に対して
準備不足のまま場当たり的な対応に終始しているという．価格引き下げや生産縮小，人員削減，
広告費削減などの「否定的対策」は，むしろ損失を拡大させると指摘する．
　Knoeppel（1930a）は，優良企業と失敗企業の差は，外部環境ではなく管理統制の有無にあ
ると強調する．利益や損失は単一の数値では把握できず，購買，販売，製造，材料・労務効率，
品質，価格政策など多様な要因に分解して分析すべきであるが，多くの企業はその仕組みを持っ
ておらず，また，会計が過去の記録に偏り，将来予測や計画に基づく「未来会計」が欠如して
いる点も重大な欠陥としている．
　さらに，生産管理と財務管理が別々に発展してきた結果，全社的な統合管理が欠落しており，
市場調査から出荷までを一貫して統制する統合的全社統制（super-control）が不可欠になると
論じる．この統合管理を担うのが利益エンジニア（profit engineer）であり，経営者の左腕と
して利益計画と統制を専門的に遂行する部門の設置が次の産業発展段階であると位置づけてい
る．
　Knoeppel（1930a）は，企業が巨大化し意思決定の速度と精度がかつてなく重要となる中で，
統制なき経営は自動車が制御を失って暴走するようなものであり，利益工学に基づく管理体制
の構築こそが産業の持続的発展の鍵であるとしている．

3



4 横浜経営研究　第47巻　第１号（2026）（ ） （ ）

3.2　資本利益率を基軸とした利益計画の構築原理
　Knoeppel（1930b）は，利益部門を新設した企業を題材に，利益計画と利益統制の体系化を
提示する．利益を「サービスに対する対価」と位置づけ，偶然や場当たり的判断に委ねず，生
産計画と同様に事前に設計し統制すべき対象として再定義している．利益は所得と支出の差額
として捉えられるが，その確保にはまず「必要利益」を定量的に設定し，その達成を前提に支
出構造を組み立てる必要があるとする．
　Knoeppel（1930b）は，利益率の基準として資本利益率を重視し，資本運用のリスクと経営
努力を踏まえ，年率９〜18％を必要利益範囲，13.5％を標準とする基準を提示している．また，
利益の概念を営業利益，課税所得，剰余利益，留保利益に区分し，統制対象を明確化している．
利益計画の構成要素としては，目標設定，必要販売量の確保，サービス・品質・価格・資本回
転などの達成基準，標準化された予算と日次・週次・月次の統制，そして実績と標準の乖離分
析をあげている．
　さらに，販売面では需要分析，市場規模の把握，販売員の意見収集，市場調査，資本・在庫・
設備の回転率分析，製品別収益性評価，販売計画と予算の策定などを体系的に行うべきだとす
る．一方，支出面では，通常の費目順序を逆転させ，剰余金積立，設備更新準備，配当，利息
などを上部に配置し，材料費・労務費を下部に位置づける構造を提案する．この順序転換によ
り，利益を収益からの「残余」ではなく，最初に確保すべき「先取項目」として扱う方式が導
かれるという．
　Knoeppel（1930b）は，利益計画の核心として「利益を最初に控除し，残額で事業を運営する」
という科学的方式を提示し，利益部門の役割を，必要利益の設定，利益計画の策定，そして財
務記録に数量的に反映される形での利益統制の実現にあるとしている．

3.3　利益工学における価格・資本・会計の統合的再編
　Knoeppel（1930c）は，利益部門の確立に向けて 利益エンジニアが策定すべき「利益形成政
策」を体系的に提示する．中心となる論点は，従来の会計慣行や価格決定の発想が新しい経済
環境に適応しておらず，企業が将来に向けた統制機能を欠いているという点である．
　Knoeppel（1930c）はまず，価格決定の核心を「経済的事実に即した価格」の発見に置き，
価格は原価ではなく市場と経済的条件によって規定されると論じる．生産量の変動が単位原価
を大きく左右するため，価格は「経済的正常量」を基準に設定すべきであり，過少生産・過大
生産に基づいた一時的原価で価格を決めるべきではないとする．また，複雑性の高い製品ほど
労働力と間接費の投入が大きく，材料費ではなく加工難易度に応じて利益を付加すべきだと主
張する．さらに，製品ごとの資本回転率の差異が必要利益率を規定するため，回転率を価格政
策に組み込む必要性を示している．
　資本資産の扱いについては，建物や設備を購入した場合でも，実質的には賃借と同様に資本
コストを製品に配賦すべきであり，減価償却や陳腐化を直接費として扱うべきだとする．また，
資産価値は取得原価ではなく購買力の変動に応じて調整されるべきであり，指数による資産評
価の見直しを提案する．
　Knoeppel（1930c）は，経営の実態を把握するためには，営業活動と財務活動を分離して表
示し，過去の成功が現在の不振を覆い隠す「平均化」を排除すべきだと指摘する．そのうえで，
棚卸資産の再分類，営業費の製造・販売への配賦，割引や運賃の処理方法の変更など，会計方
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針の大幅な再編を提案する．
　さらに，経済調査の体系化，13カ月暦の導入，例外管理の徹底など，利益エンジニアが担う
べき情報処理と意思決定支援の枠組みを提示し，事実の羅列ではなく意味づけと解釈を重視す
る姿勢を強調する．Knoeppel（1930c）は，これらの政策が新しい経済秩序に適応した利益管
理の基盤となるとしている．

3.4　利益図表（Profitgraph）による利益計画の可視化と統合管理の革新
　Knoeppel（1930d）は，利益工学の実践段階として，企業が年間の利益目標を「設計」し，「測
定」し，「図面化」するプロセスを体系化する．まず，利益計画の起点と終点は財務諸表である
と位置づけ，過去数年分の貸借対照表と損益計算書を再編成したうえで資本構成と営業成績を
正確に把握し，そこから翌年度の資本利益率目標を導出する．利益基準は資本利益率13.5％を
標準としつつ，景気変動や過年度の実績を踏まえて調整されるとする．
　次に，利益目標を達成するために必要な売上高を複数の観点から算定する．過去の販売実績，
製品別・地域別の傾向，業界の資本回転率，経済予測，販売部門の判断，市場分析，そして生
産能力の上限から，①理論上の最大販売額，②実際的な標準販売額，③年度予算として妥当な
販売額を区別して設定する．これに基づき，売上１ドルに対する構成比を用いて利益・費用の
予算値を算出し，まず利益を控除した残額を費用許容額とする「利益先取」の原則を適用する．
　Knoeppel（1930d）はさらに，固定費と変動費を厳密に区分し，販売量の変動に応じて予算
を調整する変動予算の必要性を強調する．固定費には操業停止時にも発生する「閉鎖費用」と，
最低限の組織維持に必要な「核費用」が含まれ，これらが販売量の減少時に費用比率を押し上
げるため，費用構造の転換点（cross-over point）の把握が不可欠となるとする．
　これらの分析を統合するために，Knoeppel（1930d）は利益図表（profitgraph）と呼ばれる
図表を用いる．その利益図表が図表１である．同じような図表が後に1933年の著書に再録され
ており，Knoeppelの利益図表の原型のようなものである．これは販売能力を横軸，金額を縦
軸としている．右側の縦軸では，利益の部分が細分化されている．これは費用を超えた収益の
剰余の実現すべき優先順位を表しており，下から借入利息，所得税，優先配当，一般配当，
余剰利益，という順番に並んでいる．売上高線と費用線やこれらの剰余との交点にそれぞれ名
称がつけられている．危機点（Crisis Point）・危険点（Danger Point）・不健康点（Unhealthy 
Point）・デッドラインなどである．そしてこの図表では，利益領域と損失領域，固定費と変動
費の構成，標準利益範囲などが一枚で可視化できるようになっている．ここでいう危機点と
は，損失が終わり利益が出始める点であり，損益分岐点のことである．これは後に損益分岐点

（Knoeppelの用語ではprofitless point）と区別されることになる．危険点とは，収益が減少して
いった際に優先配当ができなくなる点である．不健康点とは，同じく一般配当ができなくなる
点である．そしてデッドラインとは販売による利益が資本の６％になる点である．この図表に
実績値や移動平均を逐次プロットすることで，経営者は予算との乖離を即座に把握し，必要に
応じて方針を修正できるとしている．
　この利益図表には，Knoeppelが利益管理をどのように構成しようとしたのかがほぼ全面的に
可視化されている．先にも述べたように，実現すべき利益に優先順位を設けている点が最大の
特徴である．さらに，費用の描き方にも独自性があり，変動費を固定費より先に配置し，その
変動費の中でも直接材料費を最優先に示している．これは，経営者の短期的な判断として，ま
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ず再生産に不可欠な直接材料費の回収を確保し，次いで支払優先度の高いその他の変動費を回
収するという順序を反映したものである．再生産に必要な変動費を回収した後に固定費を回収
し，そのうえで利益を実現する．そしてその利益についても，段階的な優先順位を明確に区分
している点に，この図表の独自性がある．
　以上のように整理すると，Knoeppelには貢献概念が存在しない（小林，1981a）という指摘
があるものの，費用回収の順序づけや利益の階層的構成を踏まえれば，その評価は必ずしも妥
当とはいえないと筆者は考える．
　Knoeppel（1930d）は，利益計画とは単なる予算編成ではなく，工学的手法によって利益の

「航路」を設計し，変動する経済環境に応じて柔軟に修正しながら目標達成を図る営みであると
している．

3.5　利益図表 を基軸とした損失要因診断システムの構築
　Knoeppel（1930e） は， 利益統制の核心として「損失要因の隔離（isolating industrial loss 
germs）」という概念を提示し，利益図表と変動予算を用いた早期警戒システムの構築を論じる．
冒頭では，設例を使い，利益図表にプロットされた「現在位置」が予定利益を大きく下回って
いる状況を示し，売上減少と標準原価超過が複合して利益効率が65.34％に低下していることを
明らかにする．Knoeppel（1930e）は，このような乖離を年末ではなく年度途中で把握できる
点こそ利益工学の意義であると強調する．

6

図表1　Knoeppelの利益図表

　（出所：Knoeppel（1930d），p. 827）
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　続いて，Harrington Emersonの標準原価思想を踏まえ，利益は単一の数値ではなく複数の機
能的要因の「平均値」にすぎないため，各要因を分離し定量化する必要があると論じる．ここ
から「損失菌」という比喩が導入され，価格逸脱，誤った購買時期，製造能力の未活用，販売
能力の未活用，材料ロス，労務ロス，品質ロス，財務損益の８つを主要な損失要因として特定
する．これらは標準値との差異として会計帳簿に記録され，変動会計（variation accounting） 
によって部門別に可視化されるべきだとする．
　Knoeppel（1930e）は，この変動会計の仕組みが，経営陣による「利益クリニック」を可能
にすると述べる．すなわち，営業，購買，製造，検査，財務などの責任者が，損失の所在・規
模・原因を定量的に議論し，是正策を講じる場が形成されるとする．また，売上予算のライン
別・地域別・担当者別のチャート化や，費目別の「コスト削減可能性曲線」の活用により，例
外管理の原則に基づく重点的改善が可能になるという．
　Knoeppel（1930e）は，利益図表と変動会計を組み合わせることで，企業は利益計画の逸脱
を早期に検知し，売上強化，品質改善，材料歩留向上，能力活用などの具体的施策を迅速に講
じられると結論づける．これにより，利益管理は事後的記録ではなく，継続的な診断と治療を
伴う能動的な経営機能へと転換されるとする．

3.6　「産業の操舵室」としての利益統制
　Knoeppel（1930f）は，利益統制体系の総仕上げとして，企業経営における統合的管理中枢
を「産業の操舵室（industrial pilot house）」として構想し，利益計画・利益統制・財務比率分
析・変動予算・利益図表を一体化する管理装置の必要性を論じる．冒頭では近代船舶の操舵室
に備わる多様な計測・警報・通信装置を例にあげ，海運では高度な統制が確立しているのに対
し，多くの企業は依然として無統制のまま航行していると指摘する．
　ここでは，利益管理における中心装置として「プロフィットメーター（profitmeter）」が提
示されている（図表２）．これは利益図表と変動予算の仕組みを統合し，売上変動・費用変動・
資本利益率・利益率・所有者利益の縮減などを月次で可視化する計器盤である．
　また，利益図表の「固定予算線」と，実績を年換算した「変動予算線」を比較することで，
危機点・デッドライン・利益領域の縮小などが即座に把握できるとする（図表３）．図表３を
見ると，図表１（Knoeppel（1930d））では同一とされていた危機点と損益分岐点（profitless 
point）が区別されていることがわかる．ここでは，予算を超過した固定費との交点が危機点と
されている．
　さらに，月次の貸借対照表と損益計算書から財務比率を抽出し，安全範囲と照合する財務関
係分析を導入する．ここでは資本回転率，売上対固定資産比率，収益性指標，流動性指標，負
債構造などが体系的に評価され，操舵室における計器類のように経営状態の異常を早期に検知
する役割を果たすとしている．

7
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図表２　プロフィットメーター

　（出所：Knoeppel（1930f），p. 1367）
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　Knoeppel（1930f）は，利益統制の中心課題として，売上減少と費用増加が利益率に与える
影響を「売上１ドルに対する構成比」から分析し，固定費の比率上昇が危機点を押し上げ，所
有者利益（配当・剰余金）の大幅な縮減を招くことを示す．また，利益計画の前提として，剰
余金と普通株配当を最優先に位置づける「所有者要因」の重視を改めて強調している．
　Knoeppel（1930f）は，利益図表の月次再作成，財務比率の監視，売上・費用の変動分析を
統合した操舵室的管理機構こそが，企業が経済的荒天を予見し，進路修正を可能にする「絶対
統制」の基盤であるとする．

3.7　利益工学と組織的人間観
　Knoeppel（1930g）は，米国産業にまん延する慢性的な利益率低下症（marginitis）２を，経
営の無統制と人間的要因の軽視に起因する「病」として捉え，その治療法として利益工学を位
置づける．冒頭では，企業の８割が十分な利益を上げられず，経営者の能力不足・無関心・惰

9

　　　　　　　　　
２‌�　marginitisはKnoeppelによる造語で，margin（利益）＋ -itis（炎症・病気）を掛け合わせた比喩的表
現であると考えられる．

図表３　予算と組み合わせた利益図表

　（出所：Knoeppel（1930f），p. 1368）
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性がその根本原因であると指摘している．利益を得ることは本来「経済法則に沿う」行為であ
り，むしろ損失を出す方が困難であるという逆説的主張が展開される．
　Knoeppel（1930g）は，利益確保のためには「利益を本気で欲する意思」が不可欠であり，
その意思が欠けた経営者は，必要な改革を避け，処方された薬を飲まずに病を放置する患者に
等しいと批判する．利益を確保するための「７つのステップ」が提示され，経済的販売量の把握，
利益要求額の設定，固定費・変動費の区分，危機点・デッドラインの認識など利益工学の基本
構造が示されている．
　さらに，優良企業に共通するのは，経営の本質を「所有者の受託者であり，顧客への奉仕者
である」と理解し，利益を正当な成果として追求する姿勢であるとしている．利益図表やプロ
フィットメーターといった管理機構は，単なる技術ではなく，組織全体の思考を未来に向けて
統合するための道具であり，その成否は「人」によって決まると強調している．
　Knoeppel（1930g）は，組織を人間の身体にたとえ，脳＝経営陣，神経系＝統制部門，筋肉
＝製造・販売部門といった機能的対応を示し，利益工学は「人と金の同期化」を通じて初めて
実効性を持つと論じる．最終的に，利益工学は利益率低下症の治療薬であり，適切な組織構造
と協働する人材の育成こそが利益確保の決定要因であるとしている．

3.8　「不十分な利益」概念の提示と産業別分析
　Knoeppel（1930h）は，米国企業の多くが資本に対して十分な利益を上げられていない状況
を前の論文と同じくprofit marginitisと呼び，その深刻さを示している．Knoeppel（1930h）は，
資本に対する６％の利回りを最低限の基準とし，これを超える部分を「真の利益」と定義した
うえで，1929年の1,281社・43業種の利益率を分析した．その結果，優良と評価できる業種は全
体の約16％にすぎず，衣料，鉄鋼，石油，石炭，木材など基礎的産業の多くが「poor」または

「fair」に分類され，十分な利益を確保できていないことが明らかとなったという．また，自動
車産業が高収益であった一方，その関連産業であるタイヤ業界は1927〜1929年の平均で3.26％
しか利益を上げられず，基準値を下回る「経済的損失」を記録していたとする．
　Knoeppel（1930h）は，こうした産業間の極端な差異には合理的説明がつかず，企業は自社
の財務諸表を精査し，資本利回りと真の利益を確保できているかを直ちに検証すべきであると
警鐘を鳴らす．もし基準を満たしていないのであれば，改善に着手するのは「今をおいてほか
にない」としている．

3.9　利益確保のための計画的管理と利益図表の意義
　Knoeppel（1930i）は，不況下における企業の利益確保には偶然や景気回復への期待ではな
く，事前の計画と統制による体系的アプローチが不可欠であると主張する．まず，利益を「残
余」ではなく「最初に確保すべき控除」と位置づけ，売上から利益を先に差し引いたうえで残
額で事業を運営するという発想を提示する．これは従前から繰り返し行われている主張である．
この考え方を具体化する手段として，Knoeppel（1930i）は利益図表を用い，売上線と総費用線
の交差点を基準に損益構造を可視化する．利益図表には，損失から利益へ転じる損益分岐点，
利息を賄えない危機点，優先株配当・普通株配当が危険となる危険点・不健康点，さらに資本
利回り６％を基準とするデッドラインが示され，企業がどの水準にあるかを一目で把握できる
よう設計されている．そこで示されている利益図表が図表４である．

10
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　図表４からわかるように，Knoeppel（1930i）でも，Knoeppel（1930f）と同様に損益分岐点
と危機点が区別されている．ここで示される危機点は，Knoeppel（1930f）で示されたものと
は意味合いが異なる．ここでの危機点は，収益が損益分岐点を超え，支払利息を賄えるように
なる時点の交点である．利息を資本の利用料と捉え，資金繰りの観点から債務不履行を避ける
べきだと考えていたためだと推察される．すなわち，企業存続に不可欠な剰余として支払利息
の確保を優先し，そのうえで経営裁量の及ぶ剰余の実現を図っていたと考えられる．こののち，
危機点は同様の意味をもつ概念として図表上に示されるようになる．
　Knoeppel（1930i）は，利益確保のためには販売・生産・財務・管理の各部門を同期させた予
算編成が必要であり，予算は会計記録と連動し変動的に運用されるべきであると述べる．また，
管理者の下にコントローラを配置し，ラインとスタッフの機能を統合する組織構造の重要性を
強調している．さらに，全社的なコスト削減活動により固定費・準変動費・変動費を引き下げ
ることで，利益図表上の交差点を下方に移動させ，利益領域を拡大できると指摘する．最後に，
Knoeppel（1930i）は利益確保のための十項目の方策を提示し，場当たり的な経営ではなく，計
画的・統制的な利益管理こそが1931年以降の企業に求められる姿勢であるとする．

11

図表４　損益分岐点と危機点を区別した利益図表

　（出所：Knoeppel（1930i），p. 455）
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3.10　1930年の主張の背景と特徴
　Knoeppelの1930年の一連の論考には，産業社会の急速な複雑化に対して企業が十分な統制機
能を備えていないという強い危機意識が一貫して流れている．彼の主張の中心には，利益を偶
然的な残余ではなく，計画的に「設計」し統制すべき対象とみなす利益工学の構想がある．
　1930年の米国経済は，1929年秋の株価暴落に続く景気後退が本格的な大恐慌へと移行した年
であり，主要な経済指標が急速に悪化した．Crum（1931）は，1930年の景気動向について「1930
年を通じて景気指標は連続的に低下した」と述べ，年央にはすでに明確な不況水準に達してい
たことを指摘している．実際，製造業の生産指数は７月の88から11月には74へと低下し，鉄鋼

（鋼塊）は87から56へ，自動車生産は76から42へと，基幹産業で急激な落ち込みがみられたとい
う．
　銀行決済額も春先に一時的な持ち直しを示したものの， 第三四半期には「異常な急落」 と
評されるほどの下落を記録し，12月には1920年代以降でもっとも低い水準に達した．輸入額は
1929年末の10億3,900万ドルから1930年末には６億6,000万ドルへと約37％減少し，輸出も13億
7,900万ドルから８億7,900万ドルへと大幅に縮小した．この輸出入の急減は，国内外の需要縮小
と価格下落が同時に進行したことを示している．
　農業部門でも深刻な落ち込みが生じ，1930年の農産物生産は前年から６％以上減少し，家畜・
畜産物も４％以上減少した．さらに，1930年の「異常な価格下落」は農産物価格を直撃し，農
家所得は16％以上減少したと推計されている．これらの所得減少は消費需要の縮小を通じて，
景気後退をさらに深める要因となったという．
　以上のように，1930年の米国経済は，製造業・貿易・農業のいずれの分野でも急速な縮小が
進み，需要の大幅な減退が生じていた．Knoeppelが1930年の論文で利益工学の創設と統合管理
への転換を強調した背景には，まさにこのような急激な景気後退と需要縮小に直面した企業経
営の危機があったものと考えられる．
　Knoeppelは，企業が危機点や資本利益率といった基礎的指標を把握せず，過去会計に依存し
た場当たり的経営に陥っている点を鋭く批判し，利益管理の欠如こそが慢性的な非効率と損失
を生む根源であると論じた．この問題意識は，利益を構成する要因を分解し，購買，製造，販売，
財務などの機能を統合的に管理する必要性を強調する議論へとつながる．
　こうした統合管理の中核として提示されるのが，利益エンジニアの役割である．利益エンジ
ニアは，必要利益の設定，利益計画の策定，資本回転率や価格政策の調整，会計方針の再編な
どを担い，企業全体の利益形成メカニズムを工学的に設計する専門職として構想される．また，
利益を先取項目として扱い，残額で事業を運営するという「利益先取」の原則は，利益計画の
体系化と予算統制の再編を促す基軸概念となっている．
　さらに，Knoeppelは利益図表やプロフィットメーターといった可視化装置を用い，利益構造
を一枚の図表に統合することで，危機点，危険点，不健康点，デッドラインなどの閾値を明確
化し，経営者が現在位置を即座に把握できる仕組みを提示している．これらの図表は，固定費
と変動費の区分，販売量変動の影響，所有者利益の優先順位などを視覚的に示し，利益計画と
変動予算を連動させた統制体系の中核をなしている．また，損失要因を「損失菌」として隔離し，
標準値との差異を変動会計によって定量化する仕組みは，例外管理に基づく早期警戒システム
として位置づけられている．
　最終的に，Knoeppelの利益工学は，利益図表，変動予算，財務比率分析を統合した「産業の

12
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操舵室」という管理中枢の構想へと収れんする．そこでは，利益管理は事後的記録ではなく，
未来に向けた能動的統制であり，組織的人間観に基づく協働と統制の体系として再定義される．
一連の議論に共通する特徴は，利益を中心に据えた統合的管理体系の構築と，その実現を支え
る制度・会計・組織の再編を一体的に捉える点にある．

４．1931年：不況下での利益確保と変動予算による統制強化

4.1　利益図表の運用と経営統制機能の強化
　Knoeppel（1931a）は，1931年の不況下において企業が利益を確保するためには，偶然に頼
るのではなく，費用と販売量を体系的に計画する利益図表による管理が不可欠であると論じて
いる．利益図表は，変動費と固定費を分離し，販売キャパシティに対する損益構造を可視化す
ることで，損益分岐点や資本利益率の達成状況を把握できる仕組みである．特に固定費の存在
が損益構造を大きく歪めるため，固定費と準固定費の削減が利益改善の核心になると指摘して
いる．そこで示されている利益図表が図表５である．図表１と同じく，変動費と細かく分類さ

図表５　固定費削減を意識した利益図表

　（出所：Knoeppel（1931a），p. 301）

13



14 横浜経営研究　第47巻　第１号（2026）（ ） （ ）

れている．また，実現すべき剰余についても図表１と同様に細かく順位付けがなされている．
図表５においても損益分岐点と危機点とが区別されているが，支払利息を優先的に支払える点
を危機点であると明確にしている．
　Knoeppel（1931a）の仮想企業の事例では，1930年の損益分岐点（profitless point）が55.5％
と高く，資本利益率も5.5％にとどまったが，1931年に向けて変動費8.22％削減，固定費13.33％
削減，販売量12.5％増を計画した結果，損益分岐点は39.4％に低下し，資本利益率は13.91％へと
改善したとされる．Knoeppel（1931a）は，この改善は変動予算の導入と，全社的なコスト分析・
統制の徹底によるものであり，利益は資本の賃金であるとの立場から，まず利益額を確保し，
残余で事業を運営するという発想転換が重要であると強調している．
　さらに， 利益図表は各操業度水準における自動的な損益予算として機能し， 経営者は実績
を随時プロットすることで， 利益航路からの逸脱を早期に把握できると述べる．Knoeppel

（1931a）は，1931年の利益は「計画し，その計画を実行する者」に帰属すると結論づけ，統制
機能を担うコントローラの重要性を強調している．

4.2　変動予算の必要性と利益工学の意義
　Knoeppel（1931b）は，企業が利益を失う背景には，経営者が無意識に抱く誤った前提が存
在すると指摘する．第一に，利益を「残余」とみなす発想が誤りであり，利益は賃金と同様に
不可欠な要素として最初に確保すべきであると説く．第二に，投資利益率５〜10％を妥当とす
る見方は誤りであり，資本コストや税負担を考慮すれば12〜18％が必要水準であるとする．第
三に，６％未満の利益は，安全資産への投資で得られる利回りを下回るため，実質的には利益
とはいえないと述べている．
　さらに，売上高利益率を成果指標とする発想も誤りであり，資本回転率を踏まえた投資利益
率こそが真の尺度であるとする．また，単年度の損益に依存する判断や，単一の利益・損失額
に基づく評価も誤りであり，利益の構成要素を分解して把握する必要性を強調する．加えて，
総原価を基準に価格設定を行うことは複雑作業の過小評価を招き，利益を損なうと指摘する．
　Knoeppel（1931b）は，管理費を製造・販売活動に適切に配賦しないこと，部門別に独立し
た予算管理を行うこと，会計と予算を分離すること，コントローラを財務部門に限定すること
なども重大な誤りであると論じている．最後に，固定的な年間予算に変動的な実績を当てはめ
ることの非合理性を批判し，固定費と変動費を峻別した「変動予算」による統制の必要性を示
す．これらの誤謬を排除することが，1930年代の不況期を乗り越えるための利益工学の基盤で
あるとしている．

4.3　利益を設計・統制するための予算管理の役割
　Knoeppel（1931c）は，1930年不況下で多くの企業が赤字に陥った背景には，従来の「売上
から費用を差し引いた残りが利益」であるという受動的な発想があると批判し，利益を事前に
確保する「利益保証（profit assurance）」の必要性を強調する．従来型の利益公式では利益が
偶然に左右されるが，利益と固定費を先に控除し，残余で変動費を賄う「明日の公式」によって，
利益は計画と統制の対象となると論じている．
　Knoeppel（1931c）では，財務比率が悪化し倒産寸前であった企業の改善事例を示し，利益
図表，市場調査，製品ライン削減，予算統制などの一連の施策により，売上増，加工時間短縮，
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負債削減，利益目標達成が実現したと述べている．Knoeppel（1931c）は，この成果は偶然で
はなく，利益を「設計し，管理する」姿勢の結果であり，生産が計画・統制の対象であるように，
利益も同様に工学的に扱うべきであると主張している．
　さらに，利益を確保するためには，予算を企業の「作戦計画」と位置づけ，収入超過を生み
出すための統制装置として運用する必要があると説く．1931年型の経営には，利益計器や変動
費・固定費の監視装置を備えた「新しい経営機械」が求められ，現在の進捗が年末利益に与え
る影響を常時把握することが不可欠であるとする．Knoeppel（1931c）は，人的創意を組織的
に活用し，利益を偶然ではなく計画によって生み出すことこそが1931年の黒字化の鍵であると
する．

4.4　望ましい財務構造と上限・下限基準の設定
　Knoeppel（1931d）は，企業の財務状態を診断するためには，医師が身体を総合的に診るよ
うに，貸借対照表と損益計算書を構成要素と相互関係の両面から分析する必要があると論じる．
財務諸表は経営の羅針盤であり，結果の「要素」，その「正確性」，そして「配置」が企業の健
全性を示すとする．従来の比率分析は一部の関係性に偏る欠点があるため，Knoeppel（1931d）
は資産・負債項目を全体に占める割合として把握する「コンポーネント分析」と，項目間の比
率を示す「リレーション分析」を統合した手法を提示する．
　この手法では，各項目に望ましい上限・下限値を設定し，それを基準に企業が「正常域」か

「アウト・オブ・バウンズ（想定を外れた状態）」かを判定する．提示された事例企業の分析で
は，流動資産比率は許容範囲にある一方，棚卸資産の過大計上や無形資産の比率超過が確認さ
れ，特に負債側では長期負債と優先株が過大で，実質的な有形純資産が著しく低いという深刻
な問題が示された．結果として，普通株主の持分価値は大幅に毀損しており，企業全体が財務
的に「境界線外」にあると結論づけられる．Knoeppel（1931d）は，このような静態的分析は
動態的な損益計算書分析と組み合わせることで真価を発揮すると述べ，次稿（1931e）で両者の
関係比率を扱うと予告している．
　Knoeppel（1931e）は，財務諸表の比較可能性，正確性，網羅性に重大な欠陥があると指摘し，
企業の財務状態を判断するためには，貸借対照表と損益計算書を統合的に分析する「財務関係
比率」の体系化が不可欠であると論じる．財務記録は経営成果の最終的な表現であり，経営者
は適切な会計実務を要求する責任を負うとする．
　Knoeppel（1931e）では，Knoeppel（1931d）で扱った「構成比分析」に続き，利益率，資
本回転率，純資産構造，流動性，負債負担などの主要比率を体系的に整理し，企業が「正常域」
か「アウト・オブ・バウンズ」かを判定する枠組みを提示している．提示された事例企業では，
売上高利益率は11.09％であるものの，資本回転率が0.765回と低いため，資本利益率は8.48％に
とどまり，望ましい基準を大きく下回る．また，有形純資産比率は48％と基準値72％を大きく
下回り，所有者持分の脆弱性が明確に示されている．さらに，負債依存度が高く，優先株の比
率も過大であるため，普通株主の地位は著しく不利であると評価している．
　事例企業では， 流動比率や当座比率は基準を満たすものの， 固定負債と資本構造の歪みが
深刻であり，企業全体として財務的に「境界線外」にあると結論づけられている．Knoeppel

（1931e）は，これらの比率分析は企業の過去と現在の健全性を示すものであり，抜本的な資本
再編と経営改善が不可避であると指摘している．
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4.5　利益図表による統制と管理指標の可視化
　Knoeppel（1931f）は，鋳物工場における利益確保の困難は，競争激化だけでなく，固定費・
変動費の構造の理解不足と計画性の欠如に起因すると指摘する．提示された仮想事例では，年
間能力6,000トンに対し3,600トン（60％）しか稼働しておらず，損失8,400ドルを計上し，資本
利益率は-３％にとどまる．Knoeppel（1931f）は，利益は残余ではなく事前に確保すべき「生
命線」であり，そのためには固定費・変動費・準変動費を峻別し，操業度に応じて自動的に変
動する変動予算に基づく利益計画が不可欠であると論じる．
　Knoeppel（1931f）では，固定費が生産量の減少に伴い１トン当たりコストを急増させる構造
を図示し，従来のコスト構成では損益分岐点が70〜80％と高すぎることを示す．そこで，変動
費を７ドル/トン削減し，総額４万2,000ドルのコスト改善を行うことで，損益分岐点を44.44％
まで引き下げられるとする．さらに，利益・固定費を先に控除し，残余で変動費を賄う「利益
保証公式」を採用することで，利益を計画的に確保できると述べる．
　また，利益図表を用いることで，各稼働率に対応した自動的な損益予算が得られ，危険点・

図表６　鋳物工場における利益図表

　（出所：Knoeppel（1931f），p. 39）
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不健康点・危機点などの管理指標を視覚化できるとする．Knoeppel（1931f）は，鋳物工場の
利益改善は，技術・管理・予算統制の三位一体で達成されるべきであり，特に変動費領域の改
善余地が大きいとしている．鋳物工場における利益図表が図表６である．構造のベースは図表
１であるが，図表３・図表４と同じく危機点と損益分岐点を区別していること，鋳物工場固有
の変動費項目が記されている点が特徴である．

4.6　固定予算の誤謬と変動予算の必然性
　Knoeppel（1931g）は，1930年代の不況を背景に，企業が利益を確保するためには，固定費
と変動費の構造を正しく理解し，利益を「工学的に」計画する必要があると論じる．利益は偶
然の産物ではなく，生産計画と同様に設計・統制されるべき対象であり，その基礎となるのが
固定費・変動費・準変動費の３分類であるとする．特に，固定費は操業度がゼロでも発生する
ため，総費用線は原点から始まらず，損益分岐点（profitless point）は固定費の高さと変動費
の傾きによって決定されるとする．
　Knoeppel（1931g）では，固定費が高い場合と低い場合，変動費が高い場合と低い場合の比
較図を用い，固定費の高さが損益分岐点を押し上げ，低稼働率時の損失を拡大させる「有害性」
を示している．また，売上増加のみを利益改善策とみなす発想を批判し，まず変動費削減，次
に固定費削減を行うことで，利益領域を拡大し，損益分岐点を経済的範囲（30〜50％）へ引き
下げることが重要であると述べている．
　さらに，売上高１ドル当たりの構成比を変動費と固定費＋利益に分解し，変動費比率が一定
である以上，操業度の変化に応じて固定費と利益の相対比率が大きく変動することを示してい
る．加えて，固定予算に実績を当てはめる従来の管理手法は誤りであり，操業度に応じて自動
的に変動する変動予算こそが唯一の正しい予算であると強調する．Knoeppel（1931g）は，固
定費の再検討と変動費の工学的削減を通じて，利益計画を科学的に構築することが今後の経営
に不可欠であるとしている．

4.7　利益図表による事前的利益管理の必要性
　Knoeppel（1931h）は，1932年の不確実な経営環境において利益を確保するためには，事後
的に損益を確認する従来型の経営ではなく，利益を事前に計画し統制する利益図表の技術が不
可欠であると論じる．利益図表は，販売量に対する売上線と総費用線の交点を基点に，損益分
岐点，利益領域，損失領域を視覚化するものであり，固定費・変動費・準変動費の３分類を前
提として構築される．ここでは，この図表が単なる図解ではなく，企業の年間利益計画を自動
的に変動させる「視覚的予算」である点が強調されている．
　Knoeppel（1931h）によれば，利益計画の核心は，まず100％実用販売能力を定義し，次に固
定費と必要利益を売上から控除し，残余で変動費を賄うという「利益優先」の予算構造を設定
する点にあるという．さらに，固定費の高さと変動費の傾きが損益分岐点を規定するため，固
定費削減と変動費削減の双方が利益領域拡大の鍵となると指摘する．
　また，利益図表は，年度途中の実績を将来に投影し，年末の利益過不足（profit deficit）の予
測を可能にする管理装置として機能するという．Knoeppel（1931h）は，財務諸表を起点とし，
将来の財務状態を逆算することで，利益を「工学的に」保証する技術が確立し得るとしている．
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4.8　1931年の主張の背景と特徴
　Knoeppel の1931年の論文には，1930年の利益工学の基本構想を継承しつつ，不況下で利益
を確保するための統制技術を一層精緻化し，実践的運用へと踏み込む姿勢が共通してみられる．
このような力点の変化の背景には，1931年の米国経済状況が関係している．
　1931年は，大恐慌の進行の中でもとりわけ需要が急激に縮小した年であった．特に９月のイ
ギリスの金本位制離脱以降，米国では外部・内部の双方で資金流出が急拡大し，貨幣供給が急
減した．Rukstad（1983）によれば，1931年９月22日だけで１億1,600万ドルの金が流出し，９
月末から10月末にかけての金流出額は７億2,700万ドル（国の金保有の15％超）に達した．また，
同期間に通貨流通量は３億9,300万ドル増加しており，預金から現金への「内部流出」が急速に
進んだことがわかる．銀行破綻件数も９月に305件，10月には522件と急増し，１日あたり約25
行が破綻する状況であった．
　こうした外部流出・内部流出の同時進行により，貨幣供給は1931年後半に急速に縮小した．
狭義の貨幣供給（要求払預金＋通貨）は半年間で17億ドル減少し，広義の貨幣供給（定期預金
を含む）は49億ドル（12％）減少したとされる．これは，1929年半ばから1931年半ばまでの２
年間の減少額（36億ドル）を大きく上回る規模であり，1931年後半に需要が急激に縮小したこ
とを示す決定的な証拠である．
　このように，1931年の米国経済は，金融危機の深化と貨幣供給の急減を背景に，消費・投資
の双方で需要が大幅に縮小した．Knoeppelが1931年の論文で変動予算や利益図表を用いた統制
技術の強化を主張した背景には，まさにこのような急激な需要収縮への対応が不可欠であった
という状況がある．
　1930年が利益工学の理念的枠組み，すなわち利益先取の原則，利益図表の原型，利益エンジ
ニアの役割，損失要因の隔離といった管理統制の体系化を提示したのに対し，1931年はそれら
を不況期の企業に適用し，利益改善の具体的手順として制度化する点に特徴がある．とりわけ，
固定費・変動費の峻別と変動予算の導入が，1931年の議論の中心的テーマとして強調されてい
る．
　1931年の一連の論文では，利益図表が単なる分析図ではなく，「自動的に変動する予算」とし
て再定義され，各操業度に応じた損益構造を即時に把握する統制装置として位置づけられる．
固定費の高さが損益分岐点を押し上げ，低稼働率時の損失を拡大させる構造が繰り返し示され，
固定費削減と変動費削減の双方を通じて利益領域を拡大する必要性が強調される点は，1930年
よりも一段と実務的である．また，危機点・損益分岐点・危険点・不健康点・デッドラインと
いった閾値の区別が明確化され，支払利息の確保を基準とする危機点の再定義など，利益図表
の構造が精緻化されている．
　さらに，1931年の議論では，利益を「残余」ではなく「最初に確保すべき控除」とする利益
保証の考え方が繰り返し強調され，予算を企業の作戦計画とみなす発想が前面化する．固定予
算の誤謬が批判され，操業度に応じて自動的に変動する変動予算こそが唯一の正しい予算であ
るとされる点は，1930年の理念的主張を実務的統制技術へと転換する重要な展開である．また，
財務構造の診断においては，構成比分析と関係比率分析を統合した「正常域／境界線外」判定
の枠組みが提示され，財務比率の体系化が進展している．
　このように，1931年の一連の論文は，1930年に提示された利益工学の理念を，不況下の企業
に適用するための具体的技術として深化させ，利益図表・変動予算・財務比率分析を統合した
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統制体系を実践的に構築する点に特徴がある．

５．1932年：事前的利益管理と危機環境下の統制技術の深化

5.1　固定費削減と変動化の必要性
　Knoeppel（1932a）は，1931年の不況下で多くの企業が赤字に陥った状況を踏まえ，1932年
に利益を確保するためには販売数量や価格の回復を期待するのではなく，固定費を中心とした
コスト削減こそが決定的に重要であると論じている．Knoeppel（1932a）はコストを「固定費」

「変動費」「準変動費」の３類型に整理し，とりわけ管理部門の給与や事務費など，従来「固定」
とみなされてきた領域にこそ削減余地があると指摘する．
　Knoeppel（1932a）は，固定費の存在が利益構造に及ぼす影響を図示し，固定費が大きいほ
ど損益分岐点が高まり，不況期には容易に赤字に転落することを示す．そのうえで，固定費の
一部を変動費化することにより，利益が発生し始める販売能力水準を引き下げ，利益幅を拡大
できると主張する．具体策として，管理職や営業職の給与を「通常給与」を基準とした変動的
な報酬体系へ移行し，業績に応じて支払額を調整する制度を提案している．
　さらにKnoeppel（1932a）は，利益計画のためには予算管理が不可欠であり，予算もまた販
売量に応じて変動する変動予算とすべきであると述べる．1931年の実績を基礎にコスト削減を
施したうえで1932年の予算を作成すれば，損益分岐点を大幅に引き下げ，利益水準を改善でき
ると論じる．このように，固定費の削減と変動化を中心とする科学的管理が1932年の企業存続
に不可欠であるとしている．

5.2　受注生産工場における変動予算管理の実践
　Knoeppel（1932b）は，不況下での利益確保に向け，受注生産型の鋳物工場における変動予
算管理の適用事例を紹介している．R.O. Flanders（Blue Valley Foundry Co.）は，1931年の深
刻な業績悪化を契機に，製造原価を「変動費」「固定費」「核（nucleus）費用」に分類し，固定
費と核費用を一体として把握したうえで，操業度に応じて損益構造を可視化する管理手法を導
入したということを紹介している．
　ここでは，金属費，造型費，芯部費，仕上・出荷費，販売費などの変動費を詳細に算定し，
さらに税金，保険，減価償却，管理費などの固定費を加え，総原価線と販売収入線を図示する
ことで，損益分岐点と危機点（crisis point）を明確化した．その利益図表が図表７である．こ
れはいわば図表６の簡略版である．
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　ケースの1931年の実績では，4,500トンのキャパシティに対し2,925トン（65％）の操業で，１
トン当たり2.80ドルの利益，総額8,190ドルのわずかな黒字にとどまり，51％操業を下回れば赤
字となる脆弱な収益構造が示されている．
　Knoeppel（1932b）は，この分析を基礎にFlandersが1932年予算を再構築した点を強調する．
まず販売部門により3,150トン（70％）の売上見込みを設定し，次に投資利息，配当，税金，内
部留保を合わせた４万5,990ドルを「必要利益」として逆算し，売上高から必要利益と固定費
を差し引いた残額を変動費許容額として部門に割り当てた．この結果，損益分岐点は25％操業

（1,133トン）に低下し，利益率も大幅に改善する予算が構築されたという．

図表７　受注生産型の鋳物工場の利益図表

　（出所：Knoeppel（1932b），p. 277）
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　このようにKnoeppel（1932b）は，変動予算管理が不況期の原価統制と利益計画に有効であ
り，操業度に応じた費用構造の把握が企業経営の安定化に寄与するとしている．

5.3　利益目標設定の基準としての資本利益率と売上高利益率
　Knoeppel（1932c）は，企業が利益を事前に計画する際に，まず「どれだけの利益を得るべ
きか」を定量的に把握する必要があると論じ，利益目標を資本構造と経営成果の双方から体系
化している．企業が追求すべき利益には「十分性」と「継続性」という二つの要件があり，こ
れを測定する基準として，経営者の成果を示す「純営業利益/純資産」と，所有者の成果を示す

「純利益/自己資本」の二つの比率を提示する．
　Knoeppel（1932c）は，純資産とは事業運営に実際に用いられる資本であり，減価償却累計
や不要資産を控除した実質的な運転資本であると定義する．そして，経営の成否はこの純資産
に対する純営業利益率で測定されるべきであるとする．一方，株主にとっての成果は純利益と
自己資本の比率で評価され，この二つの比率は正味含有価値（net worth content）によって連
結される．分析によれば，正味含有価値の標準値は80％前後とされ，これを基準に必要利益率
を逆算できるとする．
　さらにKnoeppel（1932c）は，投資としての企業経営には安全資産への投資以上のリスクと
努力が伴うため，資本コストとしての６％に加え，事業としての追加的報酬が必要であると主
張し，純利益率の望ましい範囲を９〜18％とする利益基準を提示している．また，資本回転率
が利益率に与える影響を強調し，売上高利益率は資本回転の速さに応じて変動すべき相対的指
標であると論じる．このように，Knoeppel（1932c）には利益計画を資本構造・利益率・回転
率の統合的視点から定式化した点に特徴がある．

5.4　利益効率を基軸とした統一的利益計画の構築
　Knoeppel（1932d）は，企業が利益を計画的に確保するためには，資本構造，売上高，利益
率を統合的に把握する「統一的利益公式（unitary profit formula）」が不可欠であると論じる．
分析の中心となるのは，純資産に対する純利益率（経営者の成果指標）と，自己資本に対する
純利益率（所有者の成果指標）であり，両者は正味含有価値によって結びつけられる．正味含
有価値が高い企業ほど，所有者に15％の利益をもたらすために必要な純資産利益率は高くなる
という関係が示されている．
　Knoeppel（1932d）は，General Motors と U.S. Steel の1927〜1930年平均値を用いて，資本
回転率と利益率の違いが必要利益率に大きく影響することを示している．GMは高い回転率と
販売利益率により164％の利益効率を示したのに対し，U.S. Steel は低回転率と低利益率により
43％にとどまった．この比較から，利益効率は①正味含有価値，②資本回転率，③売上高利益
率の３要素によって規定されると結論づけられる．
　さらにKnoeppel（1932d）は，24社の比較分析を通じて，利益効率の高低が業種差ではなく，
資本構造と価格政策，回転率管理の巧拙に起因することを示す．そして，利益は経営能力への
報酬であり，事業継続の保障である以上，利益目標を定量的に設定し，予算管理に組み込むべ
きであると主張する．利益計画を偶然に委ねるのではなく，工学的アプローチにより体系化す
ることが企業経営の核心であるとしている．
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5.5　1932年の主張の背景と特徴
　Knoeppel の1932年の一連の論文には，1930年に提示された利益工学の理念的枠組み，およ
び1931年に展開された利益図表と変動予算による統制技術をさらに深化させ，不況下での企業
存続を左右する「固定費削減」と「費用構造の変動化」を中心課題として再編成する特徴がみ
られる．1930年が利益管理の欠如を批判し，利益図表・利益先取・利益エンジニアといった統
合管理の理念を提示した段階，1931年がそれらを変動予算と結びつけて実務的統制技術へと体
系化した段階であったのに対し，1932年は不況の深刻化を背景に，利益確保のための「費用構
造改革」を最優先課題として位置づける点に明確な重点の移行が認められる．
　1932年の議論では，固定費の高さが損益分岐点を押し上げ，低操業度下で企業を容易に赤字
へ追い込む構造が繰り返し強調され，管理部門給与や事務費など従来「固定」とみなされてき
た領域にこそ削減余地があると指摘されている．さらに，固定費の一部を変動費化することで
利益発生点を引き下げ，利益幅を拡大するという「費用の弾力化」が新たな中心概念として提
示される点は，1931年の議論にはみられなかった展開である．とりわけ，給与体系の変動化や
管理費の再構成など，組織制度そのものの改革に踏み込んでいる点が特徴的である．
　また，1932年の論文では，変動予算管理が受注生産型工場にも適用され，操業度に応じた費
用許容額の算定や必要利益の逆算といった利益計画の実践例が示されている．これは，1931年
に提示された変動予算の理念を具体的な産業・企業に適用した点で一歩進んだ内容である．さ
らに，資本利益率・売上高利益率・資本回転率を統合した利益目標設定の体系化が進み，利益
計画が財務構造と経営成果を結びつける科学的手法として再定義されている．
　1932年は大恐慌期でももっとも深刻な年であり，米国経済の多くの指標が歴史的低水準に達
していた．Crum and Hubbard（1933）は，1932年の米国経済において銀行決済額・製造業生
産・輸入など主要なビジネス指標が前年よりさらに低下したことを示している．たとえば，卸
売物価指数は1931年12月の68.6から1932年12月には62.6へと低下し，農産物価格は同期間に55.7
から44.1へと大幅に下落した．輸入額も年央にかけて急減し，1932年の外国貿易は非常に低レ
ベルであったと評されている．さらに，1932年の銀行休業件数は年間を通じて高水準で推移し，
３月には48件，６月には151件，12月には153件と，金融システムの不安定さが継続していたと
いう．
　こうした価格下落・貿易縮小・金融不安の継続は，企業収益の悪化を通じて資本収益率を大
きく押し下げたと考えられる．実際，Crum and Hubbard（1933）は，1932年を不況期でもっ
とも深刻な期間と位置づけ，製造業・鉱業・建設業など多くの産業で生産水準が1931年を下回
り，企業活動が著しく縮小したことを指摘している．とりわけ，製造業の生産指数は年央にか
けて低迷し，鉄鋼・自動車など耐久財部門の回復はほとんど見られなかった．これらの状況を
踏まえれば，1932年に企業の資本収益率が大幅に低下したことは明らかであり，Knoeppel が
利益管理の統制技術を強化する必要性を強く認識した背景として理解できる．
　このように，1932年の一連の論文では，利益工学を「費用構造改革」「変動予算」「資本利益
率基軸の利益計画」という３つの柱から成る統合的管理体系へと成熟させた点に特徴がある．
したがって，1932年の一連の議論は，1930年の理念提示，1931年の統制技術の制度化を経て，
不況下での企業存続を左右する実践的処方箋として利益工学を再構築した段階と位置づけられ
る．
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６．体系的な著書『利益工学』（1933）の刊行

6.1　『利益工学』のねらい
　これまでみたように，Knoeppelは1930年より活発に利益図表や利益工学に関する論文を
発表してきた． これらの成果を一冊の本にまとめ1933年に刊行したのが，『利益工学（Profit 
Engineering）』である．
　序文をニューヨークのBankers Trust Companyで副社長を務めたFred W. Shibleyが寄せて
いる．そこでは，本書は企業が利益を計画的に確保するための組織運営と管理手法の重要性を
示し，利益が労働賃金，投資回収，購買力維持の基盤であると強調しており，近年の不況下で
量産による損失補填を試みた発想の誤りを指摘し，経済的に持続可能な価格と利益水準の確保
が産業と社会の健全性に不可欠であると結論づけている，とされている．
　著者Knoeppelはイントロダクションで，自身が提示する利益計画と利益統制の体系は，長
年の実務経験と科学的管理法の主要論者から受けた思想的影響を基盤としていると述べてい
る．鉄工職人，製図工，事務員としての初期経験を経たのち，Frederick W. Taylor，Henry L. 
Gantt，Harrington Emersonらの影響を強く受け，それらを統合する形で利益管理の技術的体
系化を志向したという．
　また，1909年に利益図表を着想し，1921年に「利益の工学（engineering of profits）」という
概念を確立するに至った背景には，ある企業の再建過程で得た実践的知見があったと述べてい
る．同社は過剰在庫，高水準の買掛金，低い売上高回転率などにより財務的に危機的状況にあっ
たが，著者は財務諸表分析，市場分析，製品別売上分析，変動予算の導入，生産調整，利益図
表による損益構造の可視化などを組み合わせ，６か月間で売上増加，利益改善，在庫圧縮，負
債削減，製品ラインの整理，生産の迅速化などの成果を得たという．
　この経験から，生産が計画と統制によって管理され得るように，売上と利益も同様に事前に
計画し統制することで達成可能であるとの確信を得たと述べている．以後，著者は財務比率分
析，変動予算，標準原価，差異分析，利益の経済的基準，および利益図表の改良を進め，利益
計画と利益統制の体系化を深化させた．本書は，その成果を総合したものであり，企業が安定
的かつ十分な利益を確保するための方法論を提示することを目的としているとされる．
　序文とイントロダクションにあるように，Knoeppelは1930年代の不況期において，単なる量
産によって損失を補填するのではなく，彼が考案した利益図表や利益工学によって積極的に利
益を獲りにいこうとするものである．付表として利益図表が掲載されているが，それは図表８
のとおりである．これまでみてきた利益図表の改訂が活かされたものとなっており，利益図表
の一つの完成版であるといえる．
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　本書は明示的に区分されてはいないものの，その内容から４つのパートに整理することがで
きる．第１章から第４章までは「利益の制度的基礎と損失の科学」，第５章から第10章までは

「利益を事前に設計する：利益計画と利益図表の科学」，第11章から第16章までは「利益統制の
実践：原価・財務・販売を統合する管理技術」，そして第17章から第21章までは「利益を生む組
織と人間：管理機能の統合と利益工学の完成」と位置づけられる．本稿ではこの４区分に従い，

『利益工学』の全体像を章立てに沿って紹介していく．

6.2　『利益工学』の概要
（1）利益の制度的基礎と損失の科学
　1）ビジネスと利益
　第１章では，利益概念を歴史的起源から再構成し，利益を「サービス」と不可分の制度的要
素として位置づける．人類初期の協働と分業が交換と市場の基礎を形成し，その交換関係にお
いてリスク補填，技能・努力への報酬として利益が成立したと整理する．したがって利益は単
なる残余ではなく，価値提供に対する「サービス・チャージ」であり，経済活動の継続と発展
を支える社会的に正当な機能を持つとする．
　Knoeppel（1933）はサービスなき利益は正当化されず，サービスがあるなら損失は本来生じ
るべきではないと述べ，利益の正当性を価値提供の質に求める．ラジオの例を用い，専門的能

図表８　付表として添付された利益図表

　（出所：Knoeppel（1933））
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力への報酬，改善へのインセンティブ，将来の研究開発の基盤としての利益を説明し，過大な
利潤追求や非効率の転嫁を「経済的に不当」と位置づける．
　利益の源泉は人的要因にあり，機械や資本ではなく構想力と実行力を備えた人間の働きが利
益創出の核心であるとする．また利益を支払う主体は消費者であり，企業活動は最終的に「分
配」であると捉えられるという．資本と労働の双方が購買力を形成し，適正で規則的な利益が
経済循環の維持に不可欠である．利益は資本の賃金であり，労働賃金と同様に安定性が求めら
れるため，企業は「サービスに見合う適正利益」を確保する価格設定を行う必要があるとする．
　最後に，利益を偶然に委ねるのではなく，生産と同様に計画と統制によって確保すべきだと
主張し，これが後に展開される利益工学の基礎となるとする．
　2）損失とその原因
　第２章では， 企業における損失発生の構造を体系化し， 利益が縮小・ 消失する現象を，
Knoeppel（1930g）でも用いた造語である「利益率低下症（marginitis）」と呼んでいる．損失
は社会的・経済的に浪費であり，科学的に原因を究明し除去すべき対象であるとする．
　損失の主要因として，①利益基準の欠如②利益の事前計画の欠如③販売量拡大への誤信④市
場理解の欠如⑤販売軽視⑥利益・損失源泉の分析不足⑦利益統制の欠如⑧組織設計の不備⑨財
務記録の不備⑩経営の責任放棄をあげる．Knoeppel（1933）は，これらの要因を克服する体系
的手法として利益工学を位置づけている．
　3）利益創出における財務記録の重要性
　第３章では，財務記録を企業経営の「計器盤」と位置づけ，その不備が利益創出の阻害要因
であると指摘する．財務記録は企業活動の結果を正確に描写し，関係者が現状と将来を判断す
る基盤であるが，実際には形式が統一されず，重要概念の扱いも曖昧であるとする．
　財務記録に関心を持つ主体として株主，取締役，経営幹部，銀行家，証券会社，投資家をあげ，
これらの主体が正確な情報を得られないことが重大な問題であるとする．特に株主・投資家は
企業の実態を知る権利を持つが，財務報告が簡略化されすぎていると批判する．
　財務記録の質は経営の責任であり，会計担当者の能力不足ではなく，経営が適切な会計方針
を定めていない点に原因があるとする．財務記録は過去の記録にとどまらず，未来の利益計画
に資するものでなければならないという．減価償却の不適切処理は資産価値を過大に見せ，利
益を実態以上に見せる危険があると指摘する．そして，正確で比較可能な財務情報の整備が利
益工学の前提であるとする．
　4）利益創出における図表の活用
　第４章では，利益管理における視覚化の重要性を強調している．工学や製造現場では図面や
計測器が不可欠であるのに対し，経営分野では数値のみの提示が多く，関係性の理解が困難で
あるという．
　人間は大量の数値を統合的に把握する能力に乏しく，図表による視覚化が判断の迅速化と誤
認防止に寄与すると指摘する．利益管理も例外ではなく，売上，コスト，操業度，傾向などを
視覚的に示すことで，経営者は状況を直感的に把握できる．視覚化は利益工学の基盤であり，
経営の「目」として機能するとする．

（2）利益を事前に設計する：利益計画と利益図表の科学
　1）利益計画と生産計画の類似性
　第５章では，利益を「事前に計画し統制すべき対象」と位置づける．利益を事後的に測定す
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るだけでは外部環境の変動に翻弄されるため，利益を事前計画の対象として扱うべきだとする．
　保険業や軍事組織の例を用い，不確実性の高い領域でも計画性が確立されていることを示し，
利益管理も科学的手法に基づいて構築可能であると論じる．旅行計画のアナロジーを用い，利
益計画は目標利益を設定し，そこから逆算して行動を組み立てるべきだと説明する．
　利益計画は生産計画と構造的に類似し，目的，手順，基準，進捗管理を含む体系的プロセス
である．市場分析，製品別採算，販売予測，販売員計画，費用標準化などを組み合わせることで，
売上と利益の見通しを構築できるとする．
　利益計画は企業の「航海図」であり，経営者は航海士のように進路を描き，変動を予見し，
必要に応じて修正する能力を備えるべきだとする．
　2）利益要件の計算方法
　第６章では，利益計画の出発点として「利益要件」の定量化を求めている．利益は「十分で
あること」「継続的であること」の二条件を満たす必要があるとする．
　管理者の成果指標として「純資産に対する純利益率」，所有者の成果指標として「純資産に対
する余剰利益率」を提示する．純資産比率（net worth content）は80％前後が望ましく，純資
産利益率15％を基準とし，そこから必要な総資産利益率を逆算している．
　さらに資本回転率を組み込み，必要売上利益率が回転率に応じて変動することを示している．
これを「利益の二法則」として整理し，①純資産比率に応じて必要利益率が変動する「マージ
ン法則」，②資本回転率に応じて売上利益率が変動する「回転法則」を提示している．
　General Motors と Inland Steelの比較により，利益効率（profit efficiency）の概念を示し，
資本構造・回転率・利益率の３要素が利益創出能力を規定することを明らかにしている．
　3）「変動損益計算書」としての利益図表
　第７章では，利益図表を利益計画の中心ツールとして提示している．利益図表は売上高・費
用・利益を販売キャパシティに対して連続的に描き，企業の損益構造を「変動損益計算書」と
して視覚化する．
　固定費・変動費・混合費の構造を反映し，損益分岐点を明確化する．効率的企業では損益分
岐点は25〜40％に位置することが望ましいとする．100％操業度は「実現可能な販売能力」とし
て定義され，循環的標準操業度（67％）が基準点として用いられている．
　利益図表には，損益分岐点，標準操業度，資本回転率１回の点，前年度実績，理論的生産能力，
損益分岐点，デッドライン（純資産６％確保点）など複数の基準点を配置している．
　4）新しい利益管理ツールとしての利益図表の活用
　第８章では，利益図表は経営者が企業の動態を把握し，利益計画を実行するための「管理ツー
ル」であるとしている．固定予算の限界を克服し，変動予算（variable budget）を可能にする
という．
　利益図表は，売上増加が必ずしも利益増加につながらないことを示し，固定費・変動費削減
や価格改善が損益分岐点を引き下げる鍵であることを視覚的に示す．固定費削減は利益構造に
大きな影響を与え，重要転換点（pivotal point）を下げることで利益領域が拡大することを指
摘する．
　利益図表は「より少ない売上でより大きな利益」を実現できることを示し，利益管理の本質
が費用構造と価格政策にあることを明確化している．
　5）「必要利益」を達成するための予算編成
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　第９章では，利益を「事前に計画し統制する対象」とし，所要利益を基点とした変動予算を
提案する．予算編成は未来についての思考を組織化し数値化する行為であり，実績との差異は
予測精度を示している．
　利益計画の第一歩は利益図表による現状診断であり，利益先取型の予算構造を採用する．必
要利益は資本構造に基づき数学的に算定され，売上計画は統計分析や市場動向に基づく科学的
手法で立案されるという．
　利益要求，売上計画，固定費・変動費削減，価格改善を統合した予備的利益予測が利益図表
に反映され，「マスター変動損益計算書」として機能するという．
　6）許容原価の事前決定と予算化
　第10章では，「売上－利益＝許容原価」という逆算的アプローチを提示し，利益を最初に控除
して残余を許容原価とみなす管理思想を提案する．許容原価は費用削減の方向性を可視化し，
固定費・変動費の分解により損益分岐点の調整が可能となるとする．
　損益分岐点を25〜40％に置くための固定費許容額を数式で算定し，利益計画と費用削減計画
を一体化している．

（3）利益統制の実践：原価・財務・販売を統合する管理技術
　1）許容原価の管理
　第11章では，利益を偶然の残余として扱う従来の原価観を批判し，必要利益を先に控除し残
余を「許容原価」とする逆算方式を提示する．これにより原価は「あるべき姿」として規定され，
経営はその水準に原価を近づける改善努力を強制されるという．
　許容原価設定には固定費と変動費の構造分析が不可欠であり，特に固定費は損益分岐点を押
し上げるため削減が優先される．固定費はA（必ず支払う費用），B（延期可能な費用），C（収
益状況に応じて支払う費用）に分類され，景気後退時にはC→B→Aの順に抑制する柔軟な管理
を提案している．また，固定費の一部を変動費化することで利益発生点を引き下げられるとし，
管理職給与の業績連動化を例示している．
　さらに，原価削減可能性曲線により改善余地の大きい領域を可視化し，監督者を「小企業の
経営者」と位置づけて設備稼働率，保全，レイアウト，材料管理，廃棄物削減など現場改善の
重要性を強調している．設備遊休は重大な損失であり，その影響を可視化する仕組みが必要と
される．最後に，廃棄物削減活動を組織的に展開し，従業員の創意を引き出すことが利益改善
に寄与するとする．
　2）利益を「確実に」するための管理
　第12章では，利益確保には単なるコスト管理ではなく「利益統制」への転換が必要とする．
現代の商船が計器類を備えるように，企業も利益を守る統制装置を整備すべきだと述べる．
　中心概念として変動会計が提示され，利益・損失を単一額ではなく複数要因の集合として捉
え，価格要因，購買時期，能力未活用，材料・労働効率，品質不良，財務偏差など八つの損失
因子を標準との差異として記録する仕組みが提案されている．
　変動予算と変動会計を組み合わせることで，企業は利益計画上の現在位置を把握できる．固
定予算との比較，標準利益との差異分析，固定費回収状況などを統合した「プロフィットメー
ター」により，年度途中で軌道修正が可能となるとする．
　固定費回収分析も重要であり，正常水準を基準に未回収額を把握し，在庫生産や特別価格販
売などの対策を講じるべきとされる．製品ライン別利益分析は撤退や重点化の判断に有効であ
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り，標準設定，差異隔離，能力利用監視，製品別採算把握などの統制機構を整備することが持
続的利益創出に不可欠であるとする．
　3）運転資金の観察
　第13章では，財務諸表を企業活動の健全性と効率性を診断する「関係性の体系」として読み
解く必要性を強調する．貸借対照表は資本構造，損益計算書は資本の成果を示すため，両者を
結びつけて分析することが重要であるとする．
　資本回転率，売上高対資本比率，利益対資本比率などは収益力と安全性を測る中心指標とな
るという．望ましい範囲を設定し実績との乖離を把握する方法が提案され，流動比率，棚卸資
産比率，固定資産比率，純資産比率などに許容範囲を設けることで改善領域が明確になるとす
る．図表９は回転率等を視覚化した回転率グラフである．図表９にもあるように，これを変動
貸借対照表（variable balance sheet）とも呼んでいる．
　損益計算書では売上高100ドル基準の売上高分析により費目構成比を可視化し，利益構造の歪
みを把握する．さらに回転率グラフにより資本と売上の関係を動態的に捉え，資本過剰や在庫
過多が利益率低下を招くメカニズムを示している．

図表９　回転率グラフ

　（出所：Knoeppel（1933），p. 188）
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　資本回転率の低下は必要利益率を押し上げ価格競争力を損なうため，資本適正化が利益管理
の中心課題となるという．運転資本利益率と純資産利益率を区別し，前者を経営効率，後者を
所有者利益の指標とすることで，両者の視点を統合した利益管理が可能となるとする．
　4）利益創出を左右する経済的要因
　第14章では，不況期の経験を踏まえ，利益形成に関わる経済要因を体系化している．価格決
定は正常能力を基準とすべきであり，短期的な20％や125％の生産水準を基準とするのは不適切
であるとする．
　利益の基礎は材料費ではなく加工の複雑性にあり，価値を生むのは労務費と製造間接費であ
るため，利益はこれらに対して付加されるべきとする．
　固定資産価値は物価水準に応じて調整されるべきであり，減価償却は資本使用の費用として
製品に配賦される必要があるとする．管理費は製造と販売の双方に関連するため実態に応じて
按分されるべきであり，在庫は資本であるため在庫形成に寄与する管理費も製造側に配賦され
るという．
　企業活動は暦年ではなく３〜５年の景気循環で把握すべきとされ，陳腐化は減価償却と区別
され追加償却が必要となるとする．在庫にも陳腐化リスクがあり，最低在庫と変動在庫に応じ
た費用設定が求められるという．
　固定資産は使用継続資産，将来使用可能資産，売却・廃棄資産に分類し，帳簿価額を実態に
合わせて調整すべきとする．
　5）利益図表を支える数学的構造
　第15章では，利益図表の基礎として売上 S，固定費 F，変動費 V，利益 P の関係を方程式で
整理している．ここではその中からいくつかの式をピックアップする．
　利益がゼロの点は S＝F＋V＋P から導かれ，損益分岐点は Xop＝F/（1-V/S） で求められると
する．これは一般的な損益分岐点の公式である．
　通常能力 Nl を基準とした損益分岐点は Xop/Nl＝F/[Nl（F＋P）] とする．任意の売上高 Sn に
おける利益は Pn＝Sn（1-Vn/Sn）-F と定式化され，利益率は Pn/Sn＝1-（Vn/Sn）－（F/Sn） で表さ
れる．
　産業ごとに適正な 損益分岐点 が存在し，所要利益から許容固定費を求める式 F＝（Xop％×
Pn）/（1-Xop％） が示されている．
　利益図表には危機点，危険点，不健康点，剰余金留保開始点（Surplus Retention Point） な
ど複数の交差点があり，必要額を式に代入して算定されるとする．売上や費用が曲線的に変動
する場合は折れ線による近似が推奨されるという．
　標準原価と通常能力を基準とした固定費過不足吸収は BO（配賦超過）＝Ft（Na/Nl-1），BU

（配賦不足）＝Ft（1－Na/Nl）で定式化されている．
　6）利益図表に基づく必要販売量確保
　第16章では，必要利益と必要売上高が算定されても，それを獲得する販売活動が不可欠であ
るとし，販売計画と市場調査の重要性を強調する．
　採算価格の把握，市場の存在確認，販売方法の決定，必要資源の検討が基本手順とされる．
市場調査は消費者需要の把握に不可欠であり，戸別訪問，質問票，意見聴取などの手法をあげ
ている．
　市場データの解釈者の能力が重要であり，事実の意味を判断する力が求められるとする．販
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売に関する八つの誤謬が列挙され，市場は心理的要因に左右されるとする．
　販売予測と販売割当（quota）が提示され，割当は合理的機会に対する合理的遂行比率として
設定される．販売機会の処理過程では各段階で効率が逓減するため標準化が必要とされるとい
う．販売管理者は管理技術を備えた指導者であるべきであり，販売活動は企業利益の半分以上
を左右する場合もあるとしている．

（4）利益を生む組織と人間：管理機能の統合と利益工学の完成
　1）利益創出のための組織設計
　第17章では，利益確保には組織の計画的設計が必要とし，組織とは目的達成のための人間関
係であると定義する．
　人体モデルのアナロジーを用いて方向，行動，サービス，調整，助言の五機能を示し，産業
組織も同様に構成されるとする．軍事組織の参謀制度を例に助言機能の重要性を強調する．
　調整は企業全体の統合機能であり，分権組織でも中央調整が必要とされる．助言は内部・外
部の専門知識を統合する機能であり，弁護士，銀行家，技術者，監査人などが役割を果たすと
いう．
　産業組織は企業体，経営体，作業体の３層に整理され，各層に方向・助言・調整・サービス・
行動が配置される．改善機能を担うベタメント・スタッフは調査，標準設定，手順策定，結果
検証，原因分析を行い，費用以上の効果を生むとする．
　組織図に財務目標を組み込むことで人と金の同期化が可能となるとする．組織設計の法則と
して目的設定，複雑性把握，集中化，専門化，人材適合，責任と権限の一致，永続性，交差的
学習，参謀制度など十二項目が示されるという．
　2）コントローラシップの機能と構造
　第18章では，利益計画と組織管理を補完する機能としてコントローラシップを位置づける．
産業の複雑化により統合的管理が必要となり，コントローラは販売・生産と並ぶ主要機能とな
るという．
　中心的役割は「意味の解釈」であり，事実よりも意味が事実を生むとされる．コントロール
は損失に対する抑制作用であり，コントローラは損失防止と利益確保の責任を負うと指摘する．
　コントローラシップは概念創造と実行技能を含むエンジニアリングであり，標準との比較が
基本原理となる．例外原則に基づき要点を抽出した情報を提供すべきとする．
　計画も基礎機能であり，利益計画も体系的に立案可能とされる．コントローラは社長直属で
調整機能を担い，財務諸表作成，予算管理，標準原価，変動分析，経済調査，統計作業，利益
計画など多岐にわたる業務を担当するという．
　3）人的能力の活用による利益拡大
　第19章では，利益形成において人間の創造力が重要であるとし，損失の多くは創造力の抑圧
に起因すると述べる．
　思考は事実・意味・推論を原料とし，想像と可視化を通じてアイデアを生む．潜在能力は個々
に異なり，組織は能力を引き出す仕組みを備える必要があるという．
　スタッフ組織は創造力活用の仕組みであり，軍事の参謀制度を例に示される．現場作業者の
改善提案が大きな成果を生む事例が紹介され，アイデア部門の設置が提案されている．
　従業員に事実・意味・推論を提供し，成果を可視化することで創造的思考を刺激できるとさ
れる．人的能力の活用は利益拡大の次の段階であり，全従業員を対象としたスタッフ組織が重
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要とされるという．
　4）利益創出の要となる経営管理
　第21章では，企業の利益形成において管理機能を「要石」と位置づけ，利益確保の成否は管
理の質に依存すると述べる．経営者は「全体に対して開かれた視野」を持ち，生産・財務・販
売を統合する役割を担うべきであり，「すべての道は管理に通じる」とされる．管理者は「所有
者の受託者，労働者の保護者，顧客への奉仕者」という三重責任を負い，無能や怠慢こそが失
敗の主因であると指摘している．また，「管理職には資格基準が存在しない」点を問題視し，主
体的に構想し委任できる第一類型のイニシアティブを備えた人物こそ管理者にふさわしいとす
る．
　さらに，自己評価基準や質問票を通じ，組織的成果を引き出す管理者像が提示される．管理
の法則として，リーダーシップ，権限と責任の一致，助言の受容，イニシアティブ育成など
十二項目が示され，評価指標として「有形純資産」と「純利益率」の組合せが重視されるという．
　5）総括的視点と利益工学の体系化
　総括として第21章では，利益工学を「計画・組織・統制」の三位一体として体系化し，利益
は「偶然の産物ではなく，計画された結果」であると強調する．利益図表，標準原価，変動予
算などは，事前計画と統制を可能にする技法として位置づけている．利益形成には，組織構造・
人的能力・財務統制の統合が不可欠であり，組織の五機能の調和，スタッフ組織による創造力
活用，そしてコントローラシップの「意味の解釈」機能が重要であるとしている．最終的に管
理者は三重責任を統合し企業を利益形成へ導く存在であり，利益工学の実践とは「企業文化と
しての利益意識の確立」であると結論づけている．

6.3　諸論文の著書での体系化
　Knoeppelの著書は，1930年から1932年にかけて展開された一連の論文で提示された概念・技
法・問題意識を総合し，体系的な利益管理論として再構成したものである．以下では，1930年，
1931年，1932年の議論がどのように1933年の体系へと統合されたかを整理する．

（1）利益工学の基本原理と統制思想の萌芽
　1930年の論文（Knoeppel（1930a–i））では，後の著書の基礎となる３つの柱が提示されてい
た．　第一に，Knoeppel（1930a） が指摘した「企業は自らの重要な指標を把握していない」
という問題意識は，著書第１章・第２章における「利益の社会的正当性」と「損失発生の構造」
へと引き継がれた．ここで示された，損益分岐点，危機点，資本回転率などの指標の欠如は，
著書での「利益要件」「利益計画」「利益図表」の必要性の根拠となっている．
　第二に，Knoeppel（1930b）が提示した「利益を最初に控除し，残余を費用とする」という
逆算方式は，著書第５章・第９章・第10章における「利益先取型予算」「許容原価（allowable 
costs）」の中心概念として体系化された．1930年段階ではまだ原理的提案にとどまっていたが，
1933年には数学的定式化と利益図表による視覚化を伴う実践的手法として完成している．
　第三に，Knoeppel（1930c–e）が展開した「価格・資本・会計の再編」「損失要因の隔離」「利
益図表の萌芽」は，著書第３章・第４章・第７章・第８章において，財務記録の再構築，変動
会計，利益図表 の構造として統合された．特に，Knoeppel（1930e）で示された８つの損失因
子は，著書第12章の「変動会計」にそのまま継承されている．
　さらに，Knoeppel（1930g）が強調した「利益率の慢性低下）」という問題意識は，著書第２
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章の損失構造分析に直接反映され，利益工学の必要性を正当化する理論的背景となった．
（2）利益図表と変動予算の確立
　1931年に発表された論文（Knoeppel（1931a–h））では，1930年に提示された原理が，より具
体的な管理技法として発展した．特に重要なのは次の３点である．
　第一に，Knoeppel（1931a）が示した利益図表の実践的運用は，著書第７章・第８章におけ
る利益図表の体系化に直結している．1931年の論文では，損益分岐点の引き下げ，固定費削減，
変動費削減，販売量の調整が利益図表上でどのように可視化されるかが示され，著書ではこれ
が「変動損益計算書」として理論化された．
　第二に，Knoeppel（1931b–c）が批判した「固定予算の誤謬」と「利益を残余とみなす発想」
は，著書第９章の「所要利益を基点とする変動予算」へと体系化された．1931年の段階では誤
謬の指摘と原理的提案にとどまっていたが，著書では数学的計算式と利益図表による統合管理
として完成している．
　第三に，Knoeppel（1931d–e）が展開した財務関係比率の分析は，著書第13章の財務比率分
析にほぼそのまま継承されている．特に，純資産比率，資本回転率，売上高利益率，資本利益
率の相互関係は，著書第６章の「利益要件モデル」の中核を構成している．
　また，Knoeppel（1931f–g）が示した固定費・変動費・準変動費の３分類と，損益分岐点の
経済的範囲（25〜40％）という基準は，著書第７章・第10章の利益図表および許容原価の計算
式に統合されている．

（3）利益図表 の高度化と変動予算管理の完成
　1932年の論文（Knoeppel（1932b–d））では，利益図表 と変動予算の技法がさらに洗練され，
著書の最終形に近づいた．
　第一に，Knoeppel（1932b）が示した「変動予算管理を鋳物工場に適用した事例」は，著書
第７章・第８章の利益図表の実例としてほぼ同型で採用されている．固定費・変動費の分解，
損益分岐点 の位置，危機点・危険点・不健康点の設定は，1933年版の図表構造と一致する．
　第二に，Knoeppel（1932c）が展開した「利益率の基準化」「純資産比率」「利益効率」の概
念は，著書第６章の利益要件モデルに直接統合されている．特に，「６％はデッドライン」「９％
は最低」「12％は標準」「15％は望ましい」「18％は最大」という利益基準は，著書でそのまま採
用されている．
　第三に，Knoeppel（1932d）が示した「プロフィットメーター」「統合的全社統制」「固定費
回収分析」は，著書第12章・第13章の変動管理と財務比率分析に統合され，利益統制の中枢機
能として位置づけられた．

（4）1933年著書への統合
　以上のように，1930-1932年の論文は，1933年の著書において次のように体系化された．
　利益工学の原理，損失構造，価格・資本・会計の再編 → 著書第１〜４章
　利益図表，変動予算，財務比率分析 → 著書第５〜10章
　利益要件モデル，利益効率，プロフィットメーター→ 著書第11〜13章
　この体系化により，Knoeppelは1933年の著書において，利益を「設計し，統制し，保証する」
ための総合的管理技法として利益工学を完成させたのである．
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７．むすび

　本稿では，1930年代初期におけるKnoeppelの所説の変遷を検討した．利益図表の構造自体は
1930年の段階でほぼ完成していたものの，その内部で提示される諸概念については，その後も
徐々に修正が加えられている．たとえば，損益分岐点と危機点を区別するようになった点など
がその典型である．
　本稿でも見たように，1930年から1932年にかけて米国経済の状況は悪化の一途をたどった．
Knoeppel はその経歴からもわかるように，経験豊富な産業技術管理のコンサルタントである．
彼は，こうした経済状況の変化に対応すべく，利益図表や利益工学を実務で適用する過程で見
いだした不具合や改善点を，その都度修正しながら体系を練り上げていったものと考えられる．
以上のように，1930年から1932年の議論は，理念・技法・統制という３段階の発展を経て成熟
し，1933年の『利益工学』において体系として結実した．Knoeppel の利益工学は，まさにこ
の３年間の実践的試行錯誤の集大成である．
　Knoeppelの利益図表・利益工学は，現代的な視点から見ても重要な意義を有している．とり
わけ，費用の回収や利益の実現に明確な優先順位を付した点，さらに所要利益を先に確定した
うえで利益計画を構築するという発想は，後の原価企画に通じる先駆的な考え方として評価で
きる．これらの特徴は，Knoeppelの体系が単なる歴史的遺産にとどまらず，現代の管理会計に
おいても示唆的な価値を持つことを示している．
　本稿で検討したKnoeppelの一連の取り組みは，1929年の世界大恐慌に端を発する不況期を企
業がいかに乗り越えるかという課題に対する，実践的な処方箋であった．同時期には，本稿で
取り上げた利益工学や利益図表に加えて，差額原価収益分析などの管理会計技法が発展してい
た．また，Harris（1936）やKohl（1937）が直接原価計算を提唱したのも，まさにこの不況を
背景としていた３．管理会計は，経済が危機に直面したときにこそ革新が促される領域であり，

「不況の子」であることが改めて確認できる．1930年代における管理会計の展開については，な
お一層の研究が求められる．それは管理会計の現代的意義を再評価し，将来の発展方向を展望
するうえでも重要であると筆者は考える．
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